
『若者世代に選ばれる中山間地域の創り方』
ダイジェスト

１ 中国地方中山間地域の若者世代の人口動態分析

Ⅰ 研究の目的と流れ

□近年、中山間地域において20～40歳代が増加に転じる地域が少なからず出現
（2010～2015年の国勢調査における20～40歳代の人口増減）
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□これら若者世代増加の流れを持続的なものにするための確実な対策実施が必要

□中山間地域では若者世代の定住人口確保が喫緊の課題

■若者世代の人口動態分析
（昭和の旧村・市町村単位）

■ヒアリング調査（15市町村）
施策、推進体制、地域の取組等

●今後の若者定住
推進に必要な施
策・条件は？

●地域・市町村・県
等の役割は？

■市町村定住施策アンケート
（中国地方市町村）

マクロ分析 市町村事例調査 まとめ・提案

□今後の更なる若者世代の定住推進に必要な施策・条件整備の解明

■若者世代アンケート（5市町村）
居住選択要因、生活満足度等

Ⅱ マクロ分析

・若者世代増加の動きは20歳代で特に顕著（2010～2015年）

□2010～2015年の国勢調査を用い、中山間地域の20～40歳代の人口増減を分析
（条件不利地域等での若者世代の人口動態を詳細に捉え、かつ特定エリアの人口増加が市町村
全体人口に影響するケース等を想定し、昭和の旧村単位で分析を実施）

H29年度
中国５県
共同研究

30歳代
コーホート

20歳代
コーホート

40歳代
コーホート

35.3％36.4％ 38.5％

転入が転出を上回
るエリアで増加

転入
（UIターン） 転出

2010～2015年

増加エリアの割合

10％以上増加エリアの割合 4.4％21.5％ 11.0％



２ 中国地方市町村の定住施策アンケート

（１）市町村の定住施策実施動向の分析

□中国５県全市町村に2011年から2016年にかけての定住施策実施動向を把握

・2011年度では増加市町村で情報発信、相談窓口、就業・子育て支援など先行
・2016年度では全体的に施策が充実し、施策メニュー差消失の傾向

（２）定住施策の20～30歳代人口動態への影響分析

□市町村の定住施策の実施有無（ 2011年度）と2010～2015年の若者世代人口増減の相
関分析を実施

＜2011年度時点＞
増加市町村で先行（情報発信、相談窓口・相談員設置、

移住体験ツアー、就業支援、子育て支援、子育て費用助成等）

＜2016年度時点＞
市町村間で施策メニューに差はみ
られなくなる傾向

各市町村に含まれる昭和
の旧村エリア数のうち、

20～30歳代が
増加するエリアの割合
（2010～2015年）

※エリア：昭和の旧村単位

■移住促進
（相談会はじめ7項目）

■定住支援
（住宅紹介はじめ9項目）

■子育て支援
（延長保育はじめ19項目）

・20～30歳代の人口増加の要因を定住施策だけでは説明できない

×

【
多
変
量
解
析
１
類
】

【移 住 促 進】 情報発信、相談窓口設置、移住体験ツアー、相談会

【定 住 支 援】 空き家バンク・住宅紹介、職業紹介・就業支援、住宅取得・改修費助成

【子育て支援】 妊産婦・乳幼児検診、乳幼児預かり、延長・病時・病後時保育、ファミリーサポート
センターなど子育て支援、放課後児童クラブ、医療・保育費助成、通学・就学助成等

定
住
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策

■中国地方中山間地域では、若者世代増加の動きは20歳代で特に顕著（2010～
2015年）

■20～30歳代増加の要因としては、定住施策の実施の有無だけでなく、推進体制な
ど施策の質、立地条件、コミュニティや民間組織の取組などの要因が影響する可能性

■市町村の施策メニュー差がなくなりつつある現在では、定住施策以外の要因はより一
層重要

市町村の事例分析により、定住施策以外の要因を視野に入れて多角的な調査
を行い、今後若者定住に必要な条件を抽出することが必要

【マクロ分析結果】

●20～30歳代の
増加の要因を定住
施策の有無だけで
説明できない

自由度修正済決定係数

0.07
（決定係数は1に近いほど
相関性が高くなる）



□15の先行市町村を中心に定住施策内容、推進体制、立地条件、自治体以外で重要な役割を
果たす団体、コミュニティの取組等を把握

・先行市町村の人口動態は、他市町村と比較して、20～30歳代の増加傾向の開始
時期が早く、20～30歳代の転出が少ない傾向

・先行市町村の推進体制の特徴は「機動力の高い推進体制」、「民間の定住推進力
の拡大」、 「定住仲介者の存在」、「若者世代が無理なく関われるコミュニティ」

・多くの市町村で共通して、Uターンや“住み続ける若者”への定住支援の重要性につい
ての認識が高まる傾向

１ 市町村ヒアリング調査

Ⅲ 市町村事例調査 ～若者世代の移住・定住条件の把握～

市町村全体の20歳代や30歳代の人
口が増加、または顕著に改善した旧村
エリアがある自治体

●先行市町村（15調査市町村） ●減少市町村

市町村全体の20歳代や30歳代の人
口が継続して減少、または多くの旧村
エリアが減少の自治体

20歳代や30歳代の転出傾向は
減少市町村で強い
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■定住施策の外部へのPR力
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機動性の高い定住推進体制

民間の定住推進力の拡大

移住者と地域を結ぶ仲介者の存在

若者世代が無理なく関われるコミュニティ
関わりたくなる若者世代の活動の成長・発展

UIターン（転入）の流れは双方とも拡大（先行市町村が先に拡大）

Uターンや住み続ける若者への定住支援の重要性についての
認識の高まり

共通共通

■住宅・就業・コミュニティへのつなぎの丁寧さスムーズさ

■新たな取組の企画力、手法の開発・改善力



・居住選択に共通して影響するのは、「身近な働く場」や「保育所・小学校の近さ」
➡Uターンや“住み続ける”に影響するのは、「故郷との繋がり」「世話人の存在」

・若者世代が“住み続ける”ために今後、充実が必要な事項は、「生活利便性維持」
「若者が関わりやすい地域運営体制づくり」「子どもの学習環境・活動環境の充実」

＜若者世代アンケート調査結果のポイント＞

若者世代が
居住選択の
際に重視す

るもの

若者世代
の居住
満足度

＜全若者層で共通＞

＜Uターン、地元
継続居住者で高い＞

職場の近さ 保育所、小学校の近さ

子どもの時に過ごした場所

自分の故郷

世話人の存在

同世代の付き合い

＜評価が高い＞

＜評価が低い＞
（充実が必要）

働く環境 伝統文化、つきあい 治安

生活
利便性

若者が関わりやす
い地域運営体制

子どもの学習環境・
活動環境

２ 若者世代アンケート調査（５つの重点調査市町村）

□5つの重点調査市町村の20～40歳代住民を対象に、“居住選択要因”、“生活満足度”、“利用
した制度や相談対応の状況”を把握（悉皆調査）

■調査結果として、若者世代の定住に重要な条件として次の事項を抽出

【市町村事例調査の結果】

〇機動性の高い定住推進体制

〇職・育・住の近接

〇コミュニティによる若者世代が住みやすい地域運営体制

〇学校以外の子どもの学習・活動環境の充実

〇Uターンや継続して地元に暮らす若者世代を視野に入れた定住対策

■今後の若者定住推進に重要な視点は整理されたが、今後、抽出された定住
施策以外の条件と若者増加傾向の相関性についてより詳細な検証が必要

【残された課題】



今後の中国地方中山間地域の若者世代定住対策の要件（提案）

Ⅰ 基本段階の対策（①～③）

基本的な定住対策として共通して実施することが期待される取組

■高い情報発信体制構築力（コンテンツ、発

信手法等）

■専門的な相談対応・移住後のアフターケア力

■定住に係る企画力や事業の構築力

■企業、スーパー・病院など民間施設、保育

所・学校・保健センターなど公的施設、コミュ

ニティとの強い連携構築力
■建設、保健福祉、教育委員会など他部局と

の連携構築力

定住担当課担当者
＋

専門性の高い専任人材の配置
（定住支援コーディネーター等）

or
定住推進を担う専門組織の設置

①
機
動
性
の
高
い
定
住

推
進
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築

【移住促進】 情報発信、相談窓口設置、移住体験ツアー、相談会

【定住支援】 空き家バンク・住宅紹介、職業紹介・就業支援、
住宅取得・改修など費用助成

【子育て支援】 妊産婦健診、乳幼児検診、乳幼児預かり、延長保
育、病時・病後時保育、ファミリーサポートセンターなど
子育て支援、放課後児童クラブ、小児医療費・保育
費負担軽減、通学・就学助成等

②
基
本
的
な
定
住
施
策

の
着
実
な
実
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Ⅱ 発展段階の対策（実情に応じた①～⑤の取組）

基本段階の対策を実施した上で、更に、Uターンや地域に暮らし続けたい
若者世代の増加（転出率減少）の促進に向け実施が好ましい取組

③
全
若
者
世
代
層
へ

Iターン Uターン

①コミュニティの
定住取組体制
の強化

◆ 定住の世話役の配置

◆都市部居住の出
身者への働きかけ

◆若者世代が住みやすい・住み続けたい
と思うコミュニティづくり

地域運営組織
（小さな拠点）

自治会（集落）

◆関係人口創出
の取組

集落支援員、地域おこし協力隊

例) 邑南町 定住促進支援員

例) 学生インターン、企業
研修受入、農村都市交流

地元居住の若者

例）地域運営方法の改善
楽しく関われる活動の育成

例）地域行事への誘い、
交流機会づくり



◆定住に必要な条件として病院、買い物場所、保育所・
小学校など身近な生活機能の堅持④生活機能

の確保
◆大都市と遜色ないインターネットの通信環境充実

③子育て中の
親の育児から

就業までのトー
タルな支援体
制の構築

◆就学前の児童を持つ親の集いの場づくり、
学び合いや様々な活動サポート

◆子育て中の親がちょっとだけしたい仕事と
依頼したい仕事のマッチング

◆子育て世帯が働きやすい就労条件を
提供する事業者の誘致・育成

例）
安芸太田町 ママ友サークル活動
奈義町 なぎチャイルドホーム

起業支援
継業支援

企業誘致

従来の
子育て
支援

◆本格的な就業支援

例）奈義町「まちの人事部」

身近な働く場
づくりの推進

◆メンテナンスにまで踏み込んだ空き家
活用の仕組みづくり（良質な住宅の
管理➡希望者への紹介）

②住宅供給
体制強化 ◆地域の実情を踏まえた住宅供給推進

・転出状況や需要を先取りした住宅整備
・地域の立地・所得水準など実情を踏まえた
家賃設定等

空き家
バンクな
ど従来の

対策

若者向
け住宅
など従来
の対策

例

⑤次世代育成
の仕組みの充
実

◆中学生、高校生の学習環境充実

◆キャリア
教育

◆文化活動・スポーツ
環境の充実

例）周防大島町
地域学習、起業体験、学生による
フォーラム運営

例）北広島町 公営塾

例）奈義町
演劇ワークショップ、 芸術学習

起業者
（挑戦者）

地元企業

専門家

教
育
委
員
会

関
係
部
局各分野

人材

専任人材配置

従来の
ふるさと
教育

従来の
施設整備

運営




